
１．研究の背景・目的 
人口減少が著しい農山村地域では、限界集落（高齢化

率が 50%以上の集落）の数が年々増加している。国や地
方自治体は対策として「集落移転」を進めてきたが 1)、

生活環境の変化が大きく住宅建設資金が必要となるため、

過疎が要因で移転が実現した事例は極めて少ない。近年

では「集落ネットワーク圏」（小さな拠点）の形成が進め

られているが 2)、中山間地域に立地する集落は小さな拠

点すらも遠い集落もあり、天災時は孤立集落となる可能

性が高い。さらに過疎集落が極小規模化した場合は、小

さな拠点と結ばれた周辺集落としての機能が保てず、自

立した生活が困難になると考えられる。 
これらの解決方法として、本研究では集落内での移

転・集住による小規模集落の維持・存続の手法について

検討する。集落内に移転することにより生活環境を大き

く変えることなくコミュニティを保ったまま居住できる

ということと、集住により独居高齢者等が助け合って生

活できると考える。対象事例として、広島県 X町のH  
 
 

集落の自治会が集落中心部に設置・運営する集住用住宅

を選定する。入居者は集落住民に限定されており、現在

では冬季居住のみであるが、集落内での集住という手法

をとっているこの事例は、生活環境の変化が少なく、コ

ミュニティも維持されている。また自治会が運営主体と

なっており、既存ストックを活用し低予算で実現した施

設で、極小規模過疎集落における移転・集住の先駆的な

事例として位置づけられる。 
関連既往研究では過疎による集落移転に関する研究は

30年以上前のものしかない。冬季集住が進んでいない要
因として人間関係や生活環境の変化への懸念があること

3)や、高齢者福祉施設である生活支援ハウスが地域での

住み続けに有効であること 4)は明らかにされている。し

かし極小規模集落（本研究では 10 世帯以下と定義）の
移転に着目した研究はなく、また集住のための住まいの

機能や地縁を保つための方法も明らかにされていない。 
以上より、本研究では中国地方の小規模集落の現状を

整理した上で、X町の集住用住宅の設置経緯・運用形態 

自治会運営による高齢者集住用住宅の設置経緯と空間構成 
－極小規模集落の移転・集住による集落再編に関する研究－ 
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1 集落の  

  
2 の 1995 2015   

 
と住まいの 間 成を明らかにすることを目的とする。

なお、X町内には福祉施設に 設した生活支援ハウスが

2 施設整 されており、集住用住宅と に冬季居住が

られるため、 間 成については集住用住宅と生活支

援ハウスの を い、前者の を明 にする。

に 地域への 可能性について考 を加える。 
 
．  
3 の中国地方の限界集落に関する ー は国 、

X町の人口・福祉施設等に関する ー は町 場の地域

づくり 課から た。4 は現地 とH集落住民・
場 課（ 上）への を実施した。5
は集住用住宅設立のキー となったS と 場

課（ 上）への と生活支援ハウス・集住

用住宅の現地 ・ を った。6 は集住用住

宅 用者・生活支援ハウス入居者 対象集落住民への

を った。なお現地 は 2016年 7
19 20 、9 19 22 、2017年 4 4 6 である。 

 
． の と高齢者 設  

3-1． の 集落の  
 1に地方 の限界集落数と 合を すが、集落数は 

3 X 設  

  
4 X の 移 X よ 者 成  

 
地方、 地方、中国地方の に、限界集落数は中

国地方（4,095）、 地方（3,205）、 国地方（2,548）
の に い 5)。限界集落の 合は 国地方が 34.4%で
も高く、 いで中国地方が 30.0%である。 2に中国地
方 5県の 町村 人口増減率（1995 2015年）を す

が、人口が増加しているのは 23/118 町村 （19.5%）
で 内 に している 方で、中国山地の 町村

の人口は大きく減少しており、3 以上減少している

町村も 12/118（10.2%）存在する。このことから、広島
県が まれる中国山地の人口減少が著しく、集落の限界

集落化が 国の中でも進 していることが える 6)。 
3-2．X の と小規模集落の  

X町は 2004年に 3町村が合 して 生した。広島

県で も人口減少率が高い地域で、 域が過疎地域に

定されている 7)。 期の主 は であったが、現

在は が中心である。JR 本の在 が 2003年
まで っていたが になり現在町内に は ってい

ない。 のため スと予 ド クシーが町

内の 機関となっている 8)。また中国自 の

ー が町の 中心にあり、 で広島 内まで

時間で くことが可能である。 3に施設 を す

が、合 前 町村の 々の中心部が現在も 集落とな

っており、 ・福祉・ 施設等は国 いのみで  
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5 X の集落 の ・  

（X町 資 より著者 成） 
1 X の 設 X よ 者 成  

 

される。また に C町の中心部に 施設が集 し

ている。 方で中心地から れた集落住民は 生活に

も が生 ていることが される。2016 年 4 時

点の人口は 6,577人、世帯数は 3,056で、20年間で人口
は 35.7%減少しており、う C町の減少率が も高い

（ 4）。集落 との世帯数は、1-9 世帯が 25%、10-19
世帯が 26%と小規模集落が 数以上をしめている。1996

2016年の 20年間で集落の人口・世帯数が 40 以上減

少した集落はX町 体の 4 を えていることも かる

（ 5）。 

 
6 H集落 空     7 小 Kの住宅の  

 

8 小 K住宅  

2 小 K 住 X よ 者 成  

 
 

3-3．高齢者 設  
 町内には 31 の事 があり、う 入 施設は 4
つである（ 1）。No.3 の は ニット と が

あり、入居 機者は 々13人、48人（X町 ー ：

2016 年 7 時点）である。No.4・5・6 も 機者が 16
65人で入 施設が している。在宅支援の まり・

入 施設は小規模 機能 ーム 2、 期入 施設 3施設
で、これも 機者が存在する。生活支援ハウスは 2、
ニ ー ハウスが 2あり、要支援・要 定を け

ていない高齢者のみが入居できるが、町の中心部に位置

しているため、中心部から れた集落住民は生活環境の

変化を なくされる。この に対してH集落では集
落中心部に集住用住宅が建設された。 としては福祉

施設ではなく 住宅のため 1には まれていない。 
 
．H集落の  

 B町に まれるH集落は、中心部と小 O・Kの 3 
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         9 集会 集住用住宅の  

 
つの小規模集落で 成されている（ 6）。2016年 4
1 時点、H集落の住民 人口は 27世帯 47人 が集

落内に居住しているのは 22世帯（人数 明）である。 
集落中心部から れている小 Kの住民 人口は 7
世帯 10人 が、集落内に居住しているのは 4世帯 7人
である。小 Kには住宅が 11 あり、う 7 は き

で、 のう 2 は な き 、2 は が定期

的に 理しており、3 は 主が福祉施設に入 中であ

る（ 7・8）。集落内居住の 4世帯の 性を 2に す。

80 2、70 1、90 1世帯で、う 2
世帯は が運転できず 手 として ド クシー

を 用している。また 3世帯は子 もが県内に住んでお

り、 に していることが かった。1 世帯は
らしがしたく 2006年から集落に住み めたという。 

 
．高齢者集住用住宅の設置経緯と  

5-1．設置経緯 
１ の 成 
 X町は、2010年 に実施した 会 において、

「 により地域づくりを っていく必要がある」との

方 から、2011 13年 の 3年間に町内 48自治 会

を対象に 地 の「地域 ス ー 」を 成するこ

ととなった。 2011年、H集落が するH地域の ス

ー 成にあたり、H集落住民で 時町内の 会福

祉法人に し地域 システムの を めてい

た S が、自治会 と H集落内の （1992年 ）

等の活用方法について し合いを めた。2013年、S
は 会福祉法人を 、民生 に し地域

システムの となる在宅 を進めるため高 や

での研 を 。 の 年 11 、「高齢者の ・

心な らしを ートする地域 ス ー の 成」 

10 集住用住宅 の  

 
というテー で H 地域活性化 進 会により H 地域
住民を対象とした ート が れた。 の結

、地域内から生活支援ハウスへの入居者が 2013 年時
点で 5 いたこと、地域で可能な限り生活したいという

や冬季の ・生活 の 保の困難性、独居生活の

等が され、地域内に自主運営を う施設の整

が検討された。また 活用 として 活 や冬期

間の集合住宅への転用要 があった。2014 年 3 に地

域 ス ー が 成し、 1に「 心して ら る

生活 の みづくり」、 2 に「集落 体で

農地保 の みづくり」の 2点が り まれ、集住住

宅は 1の 目として された 9)。 
高齢者用集住住宅の  
地域 ス ー 成 、 への 体的な を

った。集住用住宅の整 について 時からH集落の中
でも に が い小 K を 点に が進められ

た。年齢や住民の から 3世帯程 の入居が予 され

たこともあり、大規模な施設になる の活用ではなく

集会 に増設する形で建設が進 。キッ は に設

置することで工事 がかさ こと、「 生活」が ース

となって進められた ということもあり、 の 1つ
のみとなった。建設 は の 助金 2 、自治

会 100 の 2100 で、う 工事 が

20,520,000 、 が 486,608 である。 
施設の 理・運営は自治会で う。 用 金・入居

ともに 生 の定める生活支援ハウスと 形態

にしており、自立した生活ができる高齢者のみが対象で

年金 に て金 は変 する。2015年 11 より

冬期移転 者による 用が された。 
5-2．空間構成と設  
施設 を 9に す。 建ての集会 の  
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3 との  

 
 
地 の 地に、集住用住宅としての施設が増 された。    
ト スは シーの保 から集会 とは に

設けられ、中 下を み に 用の り・ 用 間、

に 3 が 置されている。 関 ー に も近

い位置にキッ ・ が 置され、 や 事の場

にあてられる。4 の ス ースにはテ と が置

かれくつ の場となっている。集会 にも 理 が設

置されているが、 として集会 用者が集住用住宅

の 、もしくは集住用住宅 用者が集会 の 理

を 用することはできない。 ・ト は 1 ずつで

用である。 には設 機能はなく 8 のワ ーム

である。 設 と り み ッドは っているが

れ以 は持 必要がある。 
集住用住宅の 間 成・機能の を明 にするため、

の用 である生活支援ハウスと した（ 3）。生
活支援ハウスは A・Bとも 内にト ・ キッ

があり、入 以 の 生活を 内で うことがで

きる。自立した生活を ることができることが入居

であり、 生活を ることを目的としていないため、

施設内に のための 間は整 されていない。 
 
．移転による の と集住用住宅の 用  

6-1． 用  
2015年 は 80 と 90 の独居 性の 2世帯 3
人が入居した。 らも冬期の自宅での らしは に

よる 手 の や自宅の さが理 で移転を決めた。

移転中の らしとしては、 の建 ということもあり

かく、また ス が近く 性も 上するという 点 

4 移転 の の  

 

 

 
がある 、 生活で を うため の 用を っ

ているという があった。キッ が で、入居者の

中で 性は 1人であったため 事 な で独居 性に

を うことが く、 ・ 性ともに する生活

を っていたということが から かっている。 
2016年 は入居者はおらず、 年 入居していた独居

性は入院中である。 は 子 の住 で

らし、 子 の は かく 事も ってもらえること

から な生活を れたが、住み れた地域で住み続け

ることができるに したことはないと、 年 の冬には

集住用住宅を 用する予定である。 
6-2． の  
集落内に建設された集住用住宅と、 集落に設置さ

れた生活支援ハウス A・Bを対象に、居住者の生活環境
の変化を する（ 4）。生活支援ハウスについては冬
季居住者の自宅がある集落との である。なお、生活

支援ハウス Aには 3世帯 3人、Bには 11世帯 14人が入
居している。 
集住用住宅は集落内にあることから、周辺には住居し

かない（ 11）。しかしスー ーまでの経 は小

K は 16.7km（ りのスー ーからの経 が

の住居まで）から 15.3kmになる。 は大 ないが、

中心部には スも っているため の 性は上

がる。また 高は 小 Kは 661mで集住用住宅は 584m

施設 集落集住用住宅 生活支援ハウス 生活支援ハウス

自 福祉 福祉
用 （ ： 人用 ）

る 設
の

集 所 福祉施設

集 所 生活支援ハウス
機 生活支援ハ
ウス 場

療所 機
生活支援ハウス

同設
所

設 設 ス 設
用 ス

動

集落 生活支援ハウス 生活支援ハウス

16.7km 13.4km 10.7km

15.3km 7.6km 280m

人 人 人

世帯 人 人

661m 415m 472m

584m 274m 281m

： 近 ス 集落の が の住
に り の

： 住 の 圏内に住 る人口の
生活支援ハウス 用 る人数（ ）

：集落の の住 の 高 用 ： （ 国 ）

高

集落
ス

の

内の住

ス

集 所 集住用住宅

の に の の る

11 集住用住宅  
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と 80m 低くなっている。移転した場合 0.4 0.8
の上 があると考えられ、0 を下 ることが減り

にも いが生 ると考えられる 1）。 方、生活支援ハ

ウス A の場合、移転 はスー ーまでの が 、

生活支援ハウスBの場合、移転 は 圏内になるな 、

H集落内での移転よりも 性が上がる。しかし集落内

移転の場合は住み れた地に住み続けられるという 点

があり、近 住民とのコミュニティも維持される。 
6-3．空間 ・運営 に る  
集住用住宅と生活支援ハウス れ れの施設 用者へ

の から 人の生活 ムの維持のために

も 内にキッ は必要 という が かった。ま

た集住用住宅は を すとこ がないため、 き部

を として 用していたが、 用者が増えること

を 定して 機等の設置が まれている。 
現状は 時の冬季のみの 用のため、移転の の

しの が大きく、年中 を置いておける みが

まれている。また集住用住宅を 年 用できるように

して しいとの要 があったが、S の によると自治

会 を っている施設ということもあり、地域 体の

等性を考 して「冬期のみの集住用住宅」のコ ト

は変えない予定である。また かい時期は地域 から

た集落住民の や、子 もの合 等の 場 として

の活用も考えられているという。 
町としては 自宅での生活が になる住民が増え

た時のための対策を検討中である。本事例を に地域に

合 た集住用住宅整 の ウハウを し 地域への

を目 している。また 、3 部 では してく

ることも予 されるため増 ・ を 野に入れている。 
 
．  
本 では、極小規模過疎集落の高齢者集住用住宅を対

象に、設置経緯と 間 成を整理するとともに、 用実

態 生活支援ハウスとの を して課 を明らかに

した。 られた は以下のとおりである。 

1）中国地方は限界集落数が も く、 に中国山地の

人口減少が著しい。X町は 20 年間で人口が 3 以上

減少し、19世帯以下の小規模集落が 数以上を めて

おり、極小規模集落の維持・存続が しい地域である。 
2）地域 ス ー の 成を 機に、H 集落住民の

によって集住住宅の建設が決定された。集落中心

部から 2.7kmに位置するH集落小 K（4世帯 7人）
の住民を対象とし、施設必要規模を考 し集会 に増

設することで整 が 減されている。 
3）集住用住宅は 生活を ることを目的に

が立てられており、キッ ・ ・ト は で、

ス ースも設けられている。 はワ ームで

3 が整 されているが設 機能はなく、入居者から

は 生活は を うので 内にキッ が しい

という があった。 
4） 年 は 2世帯 3人の 用があり、2016年は入居者
の体 の変化や子世帯との 居のため 用がなか

った。しかし、2017年は入居の が え、地域内移

転のニー があることが された。生活支援ハウス

への移転の場合と すると、移転 の生活の 性

は大きく 上しないが、住み れた地域でコミュニテ

ィを維持したまま らすことができる。 
以上より、極小規模集落の集落内の移転は高齢者の

時等の生活 の 減や地域居住の維持に 定の効

があると える。 地域への に けては、集会 を

有す集落は いため福祉施設への 設でなく、H集落の
ように自治会で低コストに設置・運営できる みを

立することが必要であると考える。 方、高齢者の

生活に関しては、生活 ムの維持や してしまう

という点から、高齢者が 事を で うことの困難性

が された。また、限界集落では 的 いとされる 70
の人が、遠 して集住用住宅を 用できないという

もあった。これに対し、 は入居者への 中の

ート として集住用住宅を支えてもらい、 入りしやす

い をつくることが考えられるが、 生活のしく

みや ート体 については、 の研究課 としたい。 
 

 
1）対象地に も近い 地点の 1 の が 1.8 であり、 高は

100m上がる とに は 0.5 1 低くなる（ ： 象 ） 
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